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事　　務　　執　　行　　概　　要

調整グループ

１　課内の人事管理、予算執行、一般庶務及び共通的経費の執行を行った。

　　　　　学校総務サービス課の運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	予算額
	32,036
	34,402
	32,298

	決算額
	29,928
	31,378
	31,447


２　総務サービス運営事業における直接サービス関連について、関係課及び事業者との調整を行った。

　　　　　総務サービス運営に関わる事業費　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	予算額
	11,785
	9,994
	4,450

	決算額
	4,254
	9,765
	3,620


３　個人型確定拠出年金に係る事業主証明書発行事務

個人型確定拠出年金は、平成28年６月３日に公布された「確定拠出年金法の一部を改正する法律」により、平成29年１月から地方公務員も加入できることになった。これに伴い、本年金加入希望者（教育庁職員及び学校教職員）が金融機関等に提出する「第２号加入者に係る事業主の証明書（共済組合員用）」の発行事務を、学校総務サービス課において行った。

　　　　　平成28年度

	区　分
	証明書発行件数

	教育庁職員
	２９件

	府立学校教職員
	１９５件※１

	市町村立学校教職員
	１９２件※２

	合計
	４１６件


　　　　　　※１常勤講師４件、※２常勤講師５件を含む。

※　教育庁職員は調整Ｇで、府立学校教職員は府立学校Ｇで、市町村立学校教職員は小中学校Ｇで、常勤講師は非常勤・旅費Ｇで当該証明書発行事務を行った。

４　退職手当の支給
府立学校教職員及び府費負担教職員に対する退職手当の支給事務を行った。
平成２８年度退職手当支出状況
［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	757
	17,994,710
	129
	3,088,730
	3,477
	1,487,192
	4,363
	22,570,632

	中学校
	409
	9,638,469
	115
	2,701,080
	2,365
	1,090,980
	2,889
	13,430,529

	高等学校
	475
	11,133,648
	38
	865,303
	866
	710,833
	1,379
	12,709,784

	支　援　学　校
	137
	3,128,298
	27
	621,701
	1,149
	383,670
	1,313
	4,133,669

	計
	1,778
	41,895,125
	309
	7,276,814
	7,857
	3,672,675
	9,944
	52,844,614


平成２７年度退職手当支出状況
［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	819
	19,383,891
	178
	4,199,230
	3,468
	1,511,829
	4,465
	25,094,950

	中学校
	339
	7,984,005
	118
	2,773,021
	2,479
	1,042,926
	2,936
	11,799,952

	高等学校
	455
	10,737,648
	47
	1,081,423
	853
	795,816
	1,355
	12,614,887

	支　援　学　校
	124
	2,889,052
	29
	697,963
	952
	359,405
	1,105
	3,946,420

	計
	1,737
	40,994,596
	372
	8,751,637
	7,752
	3,709,976
	9,861
	53,456,209


平成２６年度退職手当支出状況

［単位:千円］

	
	定　年　退　職
	特　別　退　職
	普　通　退　職
	計

	
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額
	人員
	金　額

	小学校
	909
	21,667,694
	242
	5,820,539
	3,409
	1,605,112
	4,560
	29,093,345

	中学校
	418
	9,885,218
	115
	2,655,756
	2,535
	1,189,220
	3,068
	13,730,194

	高等学校
	433
	10,025,188
	51
	1,202,890
	828
	742,867
	1,312
	11,970,945

	支　援　学　校
	115
	2,694,699
	23
	540,574
	1,035
	366,450
	1,173
	3,601,723

	計
	1,875
	44,272,799
	431
	10,219,759
	7,807
	3,903,649
	10,113
	58,396,207


非常勤・旅費グループ

１　報酬等・旅費の支給事務

府立学校及び市町村立学校の非常勤職員等の報酬等及び府立学校の教職員及び市町村立学校の府費負担教職員に係る旅費の支出並びにこれに関連する事務を行った。

（支出状況）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	報　　酬
	報　償　費
	賃　　金
	共済費
	旅　　費
	合計

	28年度
	5,101,720
	141,517
	464,199
	5,138,389
	1,417,130
	12,262,955

	27年度
	5,051,836
	76,654
	400,372
	4,834,608
	1,486,066
	11,849,536

	26年度
	5,085,517
	128,760
	227,971
	4,715,367
	1,439,170
	11,596,785


（平成28年5月31日）
· 　共済費：非常勤職員等の報酬等にかかる社会保険料、労災保険料、雇用保険料

２　非常勤職員等に係る社会保険・労働保険の適用事務

府立学校及び市町村立学校の非常勤職員等に係る社会保険・労働保険の適用事業所として、所管する大手前年金事務所、大阪東公共職業安定所、大阪中央労働基準監督署に対して所定の

手続きを行った。

　　社会保険資格取得等の人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	社会保険資格取得届
	資格喪失届
	合　　　　計

	平成28年度
	４，４３１
（小中２，５２４）

（府立１，９０７）
	２，３７９
（小中１，２１５）

（府立１，１６４）
	６，８１０

	平成27年度
	２,８１７
	３,７２５
	６,５４２

	平成26年度
	５,９９４
	３,６１４
	９,６０８


　　
　　雇用保険資格取得等の人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	
	雇用保険資格取得届
	資格喪失届
	合　　　　計

	平成28年度
	１，０５１
（小中２８１）

(府立７７０)
	９２２
（小中３５３）

(府立５６９)
	１，９７３

	平成27年度
	９８７
	８５５
	１,８４２

	平成26年度
	８８０
	８５５
	１,７３５


　
府立学校グループ

１　給与の決定、手当の認定・支給

府立学校教職員の給料の決定事務を行うとともに、総務サービスシステム（平成16年度から運用）により給与の支給及び扶養・住居手当・児童手当の認定・支給事務を行った。

(1) 給料の決定

府立学校教職員の初任給の決定、昇格等の給料決定事務を行った。

(2) 府立学校教職員の給料等の支出
府立の高等学校、支援学校の給料等の支出並びにその他これらに関する事務を行った.

平成28年度                                                        （単位：千円）

	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　41,498,571
	21,879,676
	63,378,247

	職員手当等
	  26,737,872
	13,631,293
	40,369,165

	　　計
	　68,236,443
	35,510,969
	103,747,412


児童手当を含む。
平成27年度                                                        （単位：千円） 

	
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	42,374,150
	16,311,153
	58,685,303

	職員手当等
	26,868,583
	　9,914,101
	36,782,684

	　　　計
	69,242,733
	26,225,254
	95,467,987


児童手当を含む。

平成26年度                                                        （単位：千円）

	                                                     
	高　等　学　校
	支　援　学　校
	計

	給　　　料
	　42,861,248
	16,027,034
	58,888,282

	職員手当等
	  27,071,607
	9,644,025
	　36,715,632

	　　計
	　69,932,855
	25,671,059
	　95,603,914


児童手当を含む。
(3) 扶養手当、住居手当、児童手当の認定・支給
府立学校教職員の扶養手当・住居手当・児童手当の認定・支給事務を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	扶養手当
	1,356
	1,252
	1,371

	住居手当
	1,748
	1,311
	1,157

	　児童手当
	2,889
	2,223
	2,080

	計
	5,993
	4,786
	4,608


小中学校グループ

１　給与の決定、支給

平成18年9月から総務サービスシステムの市町村立学校への運用を開始し、平成19年4月に組織改変に伴って、府費負担教職員の給料の決定事務を行うとともに、給与の支給事務を行った。

(1) 給料の決定

府費負担教職員の初任給の決定、昇格等の給料決定事務を行った。（大阪市、堺市、豊中市、池田市、箕面市、能勢町及び豊能町は除く。）

(2) 府費負担教職員の給料等の支出
小学校、中学校、高等学校（定時制）、支援学校の給料等の支出に関する事務を行った。

平成28年度府費負担教職員の給料等の支出状況（児童手当を含む）

（単位：千円）

	
	小　学　校　費
	中　学　校　費
	計

	給　　　料
	76,936,823
	46,091,420
	123,028,243

	職員手当等
	47,428,023
	30,174,844
	77,602,867

	合　　　計
	124,364,846
	76,266,264
	200,631,110


※なお、高等学校（定時制）、支援学校の給料等の支出は、府立学校グループに合算で計上する。

(3) 児童手当の認定・支給
府費負担教職員の児童手当の認定・支給事務（平成28年度7,068件）を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　

２　認定事務に関する相談・研修事業

府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例により、府内市町村立学校長が行っている扶養・住居・通勤手当に係る認定事務の適正な処理を図るため、認定事務に関する相談事業及び研修事業（大阪市立を除く。）を次のとおり行った。

(1) 電話による相談

コールセンターのバックオフィスとして、当グループが連携して認定の相談を受け付けた。

	
	相　　談　　件　　数

	平成28年度
	１０２

	平成27年度
	１５６

	平成26年度
	２０５


 (2) 来庁相談

毎月、指定した日に電話予約により受付を行い、認定相談を行った。

	
	来　　庁　　相　　談　　校　　数

	平成28年度
	１６校

	平成27年度
	４５校

	平成26年度
	４２校


(3) 学サ調査

平成26年度から新たな試みとして、府内小中学校（大阪市除く）の６分の１に相当する学校を選定し、給与支給事務が適正に行われているかどうか調査を実施した。

	
	監　　査　　対　　象　　校

	平成28年度
	１７２校

	平成27年度
	１７５校

	平成26年度
	１７３校


　　
(4) 研修事業
府費負担教職員の給与支給事務を処理している立場から、学校長の認定事務が主体的かつ適正に行われるようサポートする研修を行った。また、給与、旅費が適正に支給されるよう学校事務職員に職務能力向上のため研修を行った。

・校長研修
	研修名・内容等
	対 象
	時 期

	新任校長研修会

○認定事務の基本事項

○旅費事務について

	新任校長
	4/14(木)AM
（半日）

	現任校長研修会
○学サ調査結果報告（3手当認定等）　他

○学サ調査結果報告（旅費）及び旅費の予算等
	全校長
	10/12(水)AM
10/12(水)PM

10/13(木)AM

10/13(木)PM

２日間の内

半日


・事務職員研修
	研修名・内容等
	対 象
	時 期

	ＳＳＣ入力研修
○ＳＳＣシステムの基本操作研修
	新規採用事務職員
臨時主事
※臨時主事は
初任者に限る

	4/11(月)

4/12(火)

4/13(水)

３日間の内

半日



	新規採用事務職員・臨時主事研修会Ⅰ
○給与支給事務等について
○３手当認定事務について
○旅費支給事務について

	
	4/20(水)
全日

	新規採用事務職員・臨時主事補完研修会

○３手当認定事務

○給与支給事務について
○期末勤勉手当支給事務について
○児童手当について
○旅費支給事務について

	
	5/19(木)
全日

	新規採用事務職員及び臨時主事研修会Ⅱ
○税務署の仕事と税の基礎について

○年末調整の概要と実際の実務について
○扶養手当及び住居手当について
○旅費支給事務について
	
	8/19(金)
全日

	現任学校事務職員及び臨時主事研修会
○学サ調査結果報告（3手当等）他

○学サ調査結果報告（旅費）他

○退職者の源泉徴収票について
	全事務職員
（臨時主事含む）
	9/26(月)AM
9/26(月)PM

9/28(水)AM

9/28(水)PM

２日間の内
半日



	夏期研修会
7/28・7/29

○通勤手当について

8/22・8/24

○産休・育休に入る時～勤態コードと給与所得～

○期末・勤勉手当を基礎から演習まで

○扶養手当と児童手当

	
	7/28(木)
7/29(金)

8/22(月)

8/24(水)

上記の日の内の半日


３　総務事務システムの市町村への展開にかかるシステム及び端末機器等・ネットワークの維持

管理を行った。

　　　　　総務事務システムの市町村への展開に関わる事業費　　　　

（単位：千円）

	
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	予算額
	103,436
	103,740
	91,206

	決算額
	98,196
	98,791
	90,727


